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国際標準化活動支援助成金
利益排除の対象となる取引の有無に関する確認書

令和　年　月　日付け情通機　　　　　　　号をもって交付決定通知のありました標記の助成金について、外注・物品等の調達を行う場合の利益排除の対象となる取引は、以下のとおりです。

記

	管理番号
	

	研究開発プロジェクト名
	



１　本プロジェクトにおける自社又は利益排除対象法人との取引（リース、レンタル、外注を含む。）の有無（注1）


２　上記1で該当が有る場合、取引日（又は取引期間）、自社調達の内容及び振替価額、親会社又は100％子会社等の名称、取引内容及び取引金額（税込）（注2）


３　その他特筆すべき事項等（注3）



注1：経理検査の際、その都度、最新の状況を確認し、本確認書を作成してください。
注2：概要の記載をお願いします。なお、該当が有る場合には原則として「国際標準化活動支援 事務マニュアル」に従った利益排除が必要になります。
注3：関係する親会社又は100％子会社等が赤字の場合、期中に出資比率が変動した場合、子会社を含めて入札を実施した場合、研究開発体制内の研究機関から物品等を調達する場合など、利益排除の計算に影響する事項等について記載してください。
